
海外展開成功事例集

新輸出大国コンソーシアム
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日本のEPA締結状況

日本はこれまで、貿易や投資等を促進するため「経済連携協定（EPA：Economic Partnership Agreement）」
を14ヵ国（シンガポール、メキシコ、マレーシア、チリ、タイ、インドネシア、ブルネイ、フィリピン、スイス、ベトナム、イン
ド、ペルー、オーストラリア、モンゴル）およびASEAN（AJCEP）、環太平洋10ヵ国（CPTPP、通称TPP11）、EU
(日EU・EPA)の3地域と署名・発効しています（2019年2月現在)。また、米国を含む環太平洋11ヵ国（通称
TPP12）と2016年2月に署名しています。

〔出所〕外務省資料（2019年2月現在）をもとに作成

ＥＵ加盟国（28ヵ国）
ドイツ、フランス、イタリア、ベルギー、オランダ、ルクセンブルク、英国、アイルランド、デンマーク、
ギリシャ、スペイン、ポルトガル、オーストリア、スウェーデン、フィンランド、ポーランド、チェコ、
ハンガリー、エストニア、ラトビア、リトアニア、マルタ、キプロス、スロバキア、スロベニア、ブルガリア、
ルーマニア、クロアチア

CPTPP（TPP11）参加国
日本、マレーシア、ベトナム、シンガポール、
ブルネイ、オーストラリア、ニュージーランド、
カナダ、メキシコ、ペルー、チリ

経済連携（ＥＰＡ）交渉中
コロンビア、日中韓、RCEP、トルコ
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EPA活用のメリット

EPAに含まれる約束
一般的に関税の削減以外にも、
①サービス業を行う際の規制を緩和・撤廃する ②投資環境の整備を行う、
③知的財産の保護を強化すること が盛り込まれており、様々なメリットが期待できます。

〔出所〕 ジェトロ貿易のコスト削減！～トクするEPA活用法～

輸出入の際にEPAを使うと、他国よりも低い関税率(EPA税率)が適用できます。

EPAを利用すると、450万円の関税が免除されます！

EPAを利用して日本からタイに1台15万円の自転車を100台輸出したと仮定します。
① EPAを利用していない場合の関税
② EPAを利用した場合の関税

15（万円）×100（台） 関税率30%=450万円
15（万円）×100（台） 関税率0%  =　0万円

A国 B国

日本

C国

20%

0%

20%

日本に対してのみ
低い関税率
（EPA税率）

日本とA国のEPA

A国 B国

日本

C国

20%

20%

20%

全ての国に同じ関税率
（MFN税率）

WTOに基づく原則

EPAを使うと、これだけコスト削減になります！

関税の撤廃・削減

サービス業を行う際の
規制を緩和・撤廃

人的交流
の拡大

反競争的
行為の規制

各分野
での協力

etc...

投資環境
の整備

知的財産
の保護

 
4



支援企業に関するデータ末巻資料

2016年3月14日の支援受付開始以降、８４５８社に対し会員証を発行し
専門家を割り当て、支援しました。（2019年３月２９日時点） 
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近畿
1634社

東北
508社

北海道
249社
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3524社

沖縄
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岩手
宮城
秋田
山形
福島

社

社

社

社

社
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山口

社

社

社

社
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97
151
202
66

徳島
香川
愛媛
高知

社

社

社
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76
75

福岡
佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島

社

社

社

社

社

社

社

237
71
56
98
86
93
103

支援対象
企業の業種

農産品：
水産品：
工業品：
小売業：
卸売業：
その他：
サービス

1,382 社
228 社
3,539 社
674 社
1,166 社
1,469 社

（16.3%）
（  2.7%）
（41.8%）
（  8.0%）
（13.8%）
（17.4%）

その他
サービス
1,469

農産品
1,382

工業品
3,539小売業

674

卸売業
1,166

水産品
228

福井
滋賀
京都
大阪
兵庫
奈良
和歌山

社

社

社

社

社

社

社

129
108
197
675
214
173
138

富山
石川
岐阜
愛知
三重

社

社

社

社

社

115
119
180
349
88

茨城
栃木
群馬
埼玉
千葉
東京
神奈川
新潟
山梨
長野
静岡

社

社

社

社

社

社

社

社

社

社

社

64
45
108
201
140
1941
557
173
61
99
135

中部
851社

四国
306社

九州
744社

中国
557社
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新輸出大国コンソーシアム
海外展開支援のワンストップサービス

TPP協定（環太平洋パートナーシップ協定）、日
EU・EPA、その他日本との経済連携協定のメ
リットを最大限活用し、グローバル市場開拓・
事業拡大を目指す中堅・中小企業が海外展開
を図る上では、製品開発、国際標準化から販
路開拓に至るまでの総合的な支援が必要で
す。「新輸出大国コンソーシアム」は、政府系機
関、地域の金融機関や商工会議所など国内 各
地域の企業支援機関が幅広く結集し、海外展
開を図る中堅・中小企業等に対して総合的な

支援を行う枠組です。
海外展開を目指す企業は、新輸出大国コン
ソーシアム（以下、コンソーシアム）に参加して
いる複数の企業支援機関からそれぞれの専
門性を活かした様々な支援を受けることがで
きます。
ジェトロは、コンソーシアムの事務局として取
りまとめ機能を担う一方、企業の海外展開を
支援してきた公共機関として一層きめ細かい
支援を提供していきます。

海外展開にご関心がある中堅・中小企業

最適な支援の紹介

新輸出大国コンシェルジュ
（企業の担当窓口）

新輸出大国コンソーシアム

コンソーシアム参加支援機関 個別支援専門家

経済産業局
政府系機関

商工会議所・
商工会 地方銀行

信用金庫 中小機構

JICA 日本貿易保険

NEDO ジェトロ

① 海外展開フェーズに即した
専門家

② 重点産業を支援する専門家

③ 個別課題に対応する専門家

地方自治体
地域支援機関

ジェトロ  コンソーシアム

お問い合わせ・ご相談
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お問い合わせ先
日本貿易振興機構（ジェトロ） 
お客様サポート部 海外展開支援課 
「新輸出大国コンソーシアム」事務局 
〒107-6006  
東京都港区赤坂 1-12-32 アーク森ビル6階 
Tel.03-3582-8333 受付時間：平日 9:00 ～ 17:00 
または 
最寄りのジェトロ事務所まで 

https://www.jetro.go.jp/jetro/japan/ 


